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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第202期中 第203期中 第204期中 第202期 第203期 

会計期間 

自 平成12年
  ４月１日
至 平成12年
  ９月30日

自 平成13年
  ４月１日
至 平成13年
  ９月30日

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成12年 
  ４月１日 
至 平成13年 
  ３月31日 

自 平成13年
  ４月１日
至 平成14年
  ３月31日

売上高 (百万円) 40,755 37,265 33,611 89,247 77,533

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) △199 △1,475 182 1,235 △1,133

当期純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) △230 △2,914 △287 362 △8,150

純資産額 (百万円) 28,034 23,963 34,289 29,819 34,424

総資産額 (百万円) 117,712 108,766 114,676 118,869 120,195

１株当たり純資産額 (円) 172.33 147.31 210.85 183.30 211.64

１株当たり 
当期純利益又は中間 
(当期)純損失(△) 

(円) △1.42 △17.92 △1.77 2.23 △50.10

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.8 22.0 29.9 25.1 28.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,460 2,125 2,958 3,272 4,629

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,736 △1,919 1,080 △2,737 △2,722

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 325 △391 △4,066 △4,020 △5,483

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 8,535 6,829 3,487 7,001 3,515

従業員数 (名) 2,867 2,592 2,327 2,830 2,373

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第203期までは新株引受権付社債及び転換社

債の発行がないため、また、第204期中は新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。 

３ 第204期中から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。なお、こ

れによる影響はありません。 
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(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第202期中 第203期中 第204期中 第202期 第203期 

会計期間 

自 平成12年
  ４月１日
至 平成12年
  ９月30日

自 平成13年
  ４月１日
至 平成13年
  ９月30日

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成12年 
  ４月１日 
至 平成13年 
  ３月31日 

自 平成13年
  ４月１日
至 平成14年
  ３月31日

売上高 (百万円) 28,492 25,898 23,041 60,352 55,278

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 76 △385 282 764 256

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△) 

(百万円) 105 △8,435 134 21 △15,359

資本金 (百万円) 15,074 15,074 15,074 15,074 15,074

発行済株式総数 (株) 162,682,420 162,682,420 162,682,420 162,682,420 162,682,420

純資産額 (百万円) 38,181 26,433 34,821 38,097 34,365

総資産額 (百万円) 99,329 82,278 97,956 96,314 102,795

１株当たり純資産額 (円) 234.70 162.48 214.12 234.19 211.28

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期) 
純損失(△) 

(円) 0.65 △51.85 0.82 0.13 △94.42

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 3 ―

自己資本比率 (％) 38.4 32.1 35.5 39.6 33.4

従業員数 (名) 965 859 758 911 793

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第203期までは新株引受権付社債及び転換社

債の発行がないため、また、第204期中は新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。 

３ 第203期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値(配当額は除

く。)の計算については発行済株式総数から自己株式数を控除して算定しております。 

４ 第204期中から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。なお、こ

れによる影響はありません。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

 

 

３ 【関係会社の状況】 

石油製品等の販売会社である連結子会社 東綱石油(株)は、平成14年７月１日付けで、東綱商事(株)

と社名を変更いたしました。 

 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成14年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

鋼索鋼線関連事業 1,802 

開発製品関連事業 398 

不動産関連事業 2 

その他関連事業 125 

合計 2,327 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 本社等の「管理部門」の従業員数は各セグメントに配分して記載しております。 

 

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成14年９月30日現在 

従業員数(名) 758 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

 

(3) 労働組合の状況 

当中間連結会計期間において、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、自動車等の外需に牽引される形で鉱工業生産に改善

が見られましたが、内需は総じて弱い状況のまま推移し、設備投資や個人消費も回復感がないまま

厳しさを増しております。また、地価・物価に関しても下落基調に歯止めがかからない状況が続き

ました。 

このような情勢のもとで当社グループは、平成13年10月に策定した「新生21計画(Vプラン)」の諸

施策に全力を挙げて取り組み、計画の中間点に当る現段階において計画全体の約46％（年換算約

3,200百万円）の収益改善を実現するに至りました。 

その結果、当中間連結会計期間の売上高は33,611百万円と前中間連結会計期間に比し9.8％の減収

となりましたが、利益面では182百万円の経常利益（前中間連結会計期間は1,475百万円の損失）を

計上いたしました。また、特別損失として貸倒引当金繰入額536百万円などを計上し、中間純損失は

287百万円（前中間連結会計期間は2,914百万円の損失）となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、売上高は外部顧客に対するも

のであります。 

① 鋼索鋼線関連事業 

一般ワイヤロープは、総需要の落ち込みがようやく底を打ったと思われるものの、海外製品の

流入が拡大する等、引続き厳しい状況で推移いたしました。タイヤ用スチールコードは、国内向

け・輸出とも旺盛な需要に支えられ、好調に推移いたしました。ワイヤ製品につきましては、海

底ケーブル敷設のプロジェクトが見送られたことなどの影響を受け、大幅に落ち込みました。 

その結果、当セグメントの売上高は21,243百万円となり、前中間連結会計期間に比し9.3％減少

しましたが、営業損失は442百万円となり、前中間連結会計期間の1,212百万円から770百万円改善

しました。 

② 開発製品関連事業 

落石防護製品や橋梁用ケーブル等の分野は好調に推移いたしましたが、かごマット製品や金属

繊維等が減少した結果、当セグメントの売上高は8,730百万円となり、前中間連結会計期間に比し

12.0％減少しましたが、営業利益は412百万円となり、前中間連結会計期間の営業損失20百万円か

ら433百万円好転しました。 

③ 不動産関連事業 

神奈川県横浜市の商業施設の賃貸が始まり、当セグメントの売上高は767百万円となり、前中間

連結会計期間に比し6.6％増加し、営業利益は410百万円となり、前中間連結会計期間に比し

12.8％増加しました。 
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④ その他の関連事業 

石油製品は、長期不況の影響を受け減少いたしました。繊維製品は、主力の水産・開発加工関

連商品の需要が低迷し低調に推移いたしました。 

その結果、当セグメントの売上高は2,870百万円となり、前中間連結会計期間に比し10.7％減少

しましたが、営業利益は134百万円となり、前中間連結会計期間の営業利益29百万円から104百万

円増加しました。 

 

事業の所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、売上高は外部顧客に対する

ものであります。 

  ① 日本 

売上高は29,779百万円となり、前中間連結会計期間に比し9.7％減少しましたが、営業利益は

676百万円となり、前中間連結会計期間の営業損失752百万円から1,429百万円好転しました。 

  ② 米国 

売上高は3,831百万円となり、前中間連結会計期間に比し10.5％減少し、営業損失は161百万円

となり、前中間連結会計期間の営業損失87百万円から74百万円悪化しました。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ28百万円減少し、

3,487百万円になっております。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失393百万円を計上しましたが、直

接キャッシュ・フローを伴わない減価償却費1,904百万円が含まれていることや、売掛債権等が減少

したことなどにより2,958百万円と、前中間連結会計期間に比し832百万円の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却等により1,080百万円となりました。

前中間連結会計期間に比し、有形固定資産の取得による支出が減少したため2,999百万円の増加とな

りました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済に伴い△4,066百万円となり、前中間連結会

計期間に比し3,674百万円の減少となりました。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

鋼索鋼線関連事業 19,775 △8.0 

開発製品関連事業 7,245 △6.4 

その他の関連事業 994 △10.5 

合計 28,015 △7.7 

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額に、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

鋼索鋼線関連事業 21,181 △10.3 3,549 △5.2 

開発製品関連事業 9,862 △11.6 4,095 △22.9 

その他の関連事業 2,844 △11.2 233 △11.2 

合計 33,888 △10.8 7,878 △15.5 

(注) １ 上記の金額は外部顧客に対する受注に基づくものであります。 

２ 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

 

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

鋼索鋼線関連事業 21,243 △9.3 

開発製品関連事業 8,730 △12.0 

不動産関連事業 767 6.6 

その他の関連事業 2,870 △10.7 

合計 33,611 △9.8 

(注) １ 上記の金額は外部顧客に対する売上に基づくものであります。 

２ 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 
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３ 【対処すべき課題】 

当社グループ(当社及び連結子会社)においては、近年の急激な経営環境の変化にスピーディーに対

応し、早急に強い経営体質への変革を実現するため、平成13年10月より「新生21計画(Vプラン)」をス

タートさせ、その施策を実行し一定の成果を収めております。この計画を１日も早く完遂するととも

に、お客様志向に徹したサービスの提供に営業と工場が一体となって取り組み、新技術・新商品の開

発を進め、継続的に経営を変革していく企業風土の構築を行い、経営基盤を確立して業績の向上に努

め、グローバル市場での成長と高収益を実現する企業を目指してまいる所存であります。 

Vプランの各施策のこれまでの進捗状況は以下のとおりであります。なお、当中間連結会計期間にお

けるコスト削減は約16億円を実現しております。 

 

① コスト、財務体質の改善 

1)生産拠点の集約 

泉佐野工場の堺工場への集約は、鋼索鋼線事業の置かれている厳しい環境下で、より効率的

な設備計画の具体化検討のため半年程遅れましたが、平成15年９月までの移転完了を目指し着

工いたしました。 

2)人員削減 

グループ全体で560名(約20%)の削減を行なう計画ですが、平成13年度に引き続き生産性向上

活動や子会社の合理化等で約400名(目標の約72%)の人員削減を実施しています。(当社 約180名 

+ 子会社 約220名) 

平成13年度末に比べ当社で35名、子会社で41名減少いたしました。なお、上記には海外子会

社の人員は含んでおりません。 

3)調達コストの削減 

調達コスト削減のため、あらゆる購入品の価格の洗い直し、競争購買化、購入仕様の改善を

進め、平成13年10月より通算で購入額を3.4億円削減させております。 

4)一般管理費の圧縮 

役員報酬のカットを最大で30%実施し、管理職・従業員に対して平成14年４月より年収ベース

で10%の賃金カットを実施いたしました。また、福岡、名古屋、広島支店の移転や事務所賃借料

の引き下げ、広告宣伝費の削減など経費の圧縮を前倒しで実施した結果、人員削減と併せて5.4

億円の削減となっており、目標を既に超過達成しております。 

5)有利子負債200億円の圧縮 

投資有価証券, 土地などの資産を売却し、資金化を進めていますが平成13年10月より通算し

て88億円の有利子負債の圧縮を行ないました。 

② 構造改革のための施策 

1)組織改革 

各事業部の収益責任およびVプラン実行責任の明確化を図るため、平成13年10月に完全に製販

を一体化した事業部制を導入したのに続いて平成14年４月１日付けで、さらにこれを強化すべ

く東日本支店と西日本支店を新設し、各支店長が副工場長を兼務することにより、営業と工場

の一体化を図りました。 
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2)賃金制度の改正 

人事・給与制度において、これまでの年功序列的傾向を廃し、実績重視型の新賃金体系を平

成14年４月１日付けで管理職に導入し、今後一般社員へも導入していく予定であります。 

 

 

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

 

 

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は当社技術本部が中心となり、斬新な発想と豊富な経験を融合させ、

顧客ニーズに対応した製品、次世代に向けた製品の開発を基本方針として推進しております。 

また、各大学、本州四国連絡橋公団、独立行政法人建築研究所、独立行政法人海上技術安全研究所

等との共同研究を積極的に行い、災害防止や環境保全等、社会に貢献する成果をあげております。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は251百万円であります。 

(1) 鋼索鋼線関連事業 

当事業に関しては、ワイヤロープ、ワイヤ及びスチールコード製品の機能性向上、新素材を用いた

新製品の開発、表面処理技術をはじめとする新しい製造技術開発等を行っております。 

当中間連結会計期間の主な成果として、昨年度に引続き、超々高速エレベータ(速度：毎分1,000

ｍ)及びダブルデッキ(２階建て)エレベータを駆動するワイヤロープ(スーパーコートロープ)の開発

を行っております。また、新しい防食技術の開発を行っており、今後広い分野での適用が期待され

ます。 

当中間連結会計期間における当事業に係る研究開発費は202百万円であります。 

(2) 開発製品関連事業 

当事業に関しては、道路安全施設や鋼構造物用ケーブルの設計及び開発改良、炭素繊維複合材ケー

ブル(CFCC)の適用分野の拡大等を行っております。 

当中間連結会計期間の主な成果として、アクリル板遮音壁の表面に酸化チタンを塗布し、光触媒効

果を利用した「自浄作用(セルフ・クリーニング)」製品の研究開発・販売を開始しております。 

また、CFCCを芯材に使用した送電線(ACFR)が採用され、米国では、CFCCを外ケーブル・補強材とし

て使用した塩害対策橋梁も製作されております。CFCCについては、今後も塩害対策橋梁、吊り構造

(軽量)ケーブル、非磁性構造物分野へと適用を拡大すべく研究開発を進めてまいります。 

当中間連結会計期間における当事業に係る研究開発費は49百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等は以下のとおりでありま

す。 

 

① 重要な設備の新設等 

 

会社名 
事業所名 

(所在地) 

事業の種類別 

セグメントの 

名称 

設備の 

内容 

投資予定額

(百万円) 

資金調達 

方法 
着手年月

完了予定 

年月 
完成後の増加能力 

提出 

会社 

堺工場 

(大阪府堺市) 

鋼索鋼線 

関連事業 

工場建屋 

増設他 
1,174

自己資金 

及び借入金 

平成14年

11月 

平成15年 

９月 

生産集約につき、能力の増

加はありません。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

② 重要な設備の除却等 

 

会社名 
事業所名 

(所在地) 

事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額

(百万円)
除却等の予定年月 除却等による減少能力 

泉佐野工場 

(大阪府泉佐野市) 

鋼索鋼線関連事業 

開発製品関連事業 
工場建屋除却他 884 平成15年９月 

生産集約につき、能力の減

少はありません。 提出 

会社 トーコー新川ビル 

(東京都中央区) 
不動産関連事業 土地建物売却 1,305 平成15年３月 

トーコー新川ビルにおける

不動産賃貸の終了。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社の発行する株式の総数は、200,000,000株とする。 

ただし、消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成14年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成14年12月24日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 162,682,420 162,682,420

東京証券取引所 
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 162,682,420 162,682,420 ― ― 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 

(百万円) 

資本金残高
 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成14年６月27日 ― 162,682,420 ― 15,074 △4,462 8,447

(注) 平成14年６月27日に資本準備金を取り崩し、欠損金てん補に充当しております。 

 

(4) 【大株主の状況】 

平成14年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

新日本製鐵株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６－３ 11,388 7.00

株式会社みずほコーポレート銀行
(常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社) 

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 
(東京都中央区晴海１丁目８番12号) 

7,955 4.89

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝３丁目33番１号 4,575 2.81

朝日生命保険相互会社 
(常任代理人 資産管理サービス信
託銀行株式会社) 

東京都新宿区西新宿１丁目７－３ 
(東京都中央区晴海１丁目８番12号) 

4,322 2.65

東京ロープ共栄会 東京都中央区日本橋室町２丁目３番14号 3,453 2.12

株式会社常陽銀行 茨城県水戸市南町２丁目５－５ 3,132 1.92

株式会社ユウシュウコープ 東京都港区芝大門１丁目２－13 2,867 1.76

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,748 1.68

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 2,512 1.54

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目２番２号 2,204 1.35

計 ― 45,159 27.76
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成14年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

(自己保有株式) 
普通株式  52,000

― 
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(自己株式等) 
(相互保有株式) 
普通株式  17,000

― 同上 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

160,899,000
160,899 同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,714,420
― 同上 

発行済株式総数 162,682,420 ― ― 

総株主の議決権 ― 160,899 ― 

(注) １ 上記「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が296千株(議決権296個)含ま

れております。 

２ 単元未満株式には、東洋製綱㈱所有の相互保有株式235株及び当社所有の自己株式917株が含まれており

ます。 

 

② 【自己株式等】 

平成14年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
東京製綱株式会社 

東京都中央区日本橋室町 
２―３―14 

52,000 ― 52,000 0.03

(相互保有株式) 
東洋製綱株式会社 

大阪府貝塚市浦田町175 17,000 ― 17,000 0.01

計 ― 69,000 ― 69,000 0.04

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が3,000株(議決権３個)あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれております。 
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２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成14年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 84 101 94 80 68 63

最低(円) 72 75 72 65 59 53

(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。 

役職の異動 

新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 
(経理部長) 

取締役 
(経営企画室長兼経理部長) 

福 井 達 二 平成14年11月15日 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

 (1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)は改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

 (2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年

大蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成13年４月１日から平成

13年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日

まで)の中間財務諸表並びに当中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)の中間

連結財務諸表及び当中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)の中間財務諸表につ

いて新日本監査法人の中間監査を受けております。 



ファイル名:060_0472000501412.doc 更新日時:2005/12/01 4:59 印刷日時:05/12/01 5:03 

― 16 ― 

１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

資産の部    

Ⅰ 流動資産    

現金及び預金  7,048 3,662 3,701 

受取手形及び売掛金 
※(3)
※(5)

23,654 18,569 21,804 

たな卸資産  10,843 9,156 9,304 

繰延税金資産  315 332 527 

その他  2,999 3,811 2,861 

貸倒引当金  △219 △117 △101 

流動資産合計   44,642 41.0 35,413 30.9  38,098 31.7

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※(1)   

建物及び構築物 ※(4) 10,628 10,751 11,133 

機械装置及び 
運搬具 

※(4) 20,671 18,176 19,298 

土地 ※(4) 6,808 23,518 24,132 

信託固定資産 
※(2)
※(4)

7,879 11,182 11,332 

建設仮勘定  1,170 399 373 

その他  931 729 824 

有形固定資産合計  48,090 (44.2) 64,757 (56.5) 67,095 (55.8)

２ 無形固定資産  658 (0.6) 163 (0.1) 192 (0.2)

３ 投資その他の資産    

投資有価証券 ※(4) 10,350 7,754 8,253 

繰延税金資産  3,648 4,960 5,068 

その他 ※(4) 1,497 2,331 1,718 

貸倒引当金  △120 △706 △231 

投資その他の資産 
合計 

 15,375 (14.2) 14,340 (12.5) 14,809 (12.3)

固定資産合計   64,123 59.0 79,262 69.1  82,097 68.3

資産合計   108,766 100.0 114,676 100.0  120,195 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

負債の部    

Ⅰ 流動負債    

支払手形及び買掛金 ※(5) 12,597 10,120 11,711 

短期借入金  36,888 33,983 36,554 

信託短期借入金  120 120 120 

未払費用  2,742 2,915 2,416 

賞与引当金  1,243 866 1,048 

その他  1,734 1,695 1,445 

流動負債合計   55,327 50.9 49,701 43.3  53,297 44.4

Ⅱ 固定負債    

社債  3,000 ― ― 

長期借入金  11,663 8,524 10,160 

信託長期借入金  890 770 830 

繰延税金負債  268 29 37 

再評価に係る 
繰延税金負債 

 851 8,513 8,713 

退職給付引当金  3,545 3,943 3,591 

信託長期預り金  5,656 5,858 5,797 

長期前受賃料  1,844 1,698 1,772 

連結調整勘定  ― 54 56 

その他  825 733 774 

固定負債合計   28,544 26.2 30,125 26.3  31,733 26.4

負債合計   83,872 77.1 79,826 69.6  85,030 70.8
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前中間連結会計期間末 

(平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

少数株主持分    

少数株主持分   930 0.9 559 0.5  740 0.6

    

資本の部    

Ⅰ 資本金   15,074 (13.9) ― ―  15,074 (12.6)

Ⅱ 資本準備金   12,919 (11.9) ― ―  12,910 (10.7)

Ⅲ 再評価差額金   1,127 (1.0) ― ―  14,232 (11.8)

   29,120 ―  

Ⅳ 欠損金   13 (△0.0) ― ―  5,249 (△4.4)

Ⅴ その他有価証券評価 
差額金 

  △2,544 (△2.4) ― ―  △80 (△0.1)

Ⅵ 為替換算調整勘定   △2,598 (△2.4) ― ―  △2,460 (△2.0)

   23,963 ―  34,426

Ⅶ 自己株式   △0 (△0.0) ― ―  △2 (△0.0)

資本合計   23,963 22.0 ― ―  34,424 28.6

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  108,766 100.0 ― ―  120,195 100.0

    

Ⅰ 資本金   15,074 (13.1)  

Ⅱ 資本剰余金   8,447 (7.4)  

Ⅲ 利益剰余金   △794 (△0.7)  

Ⅳ 土地再評価差額金   13,952 (12.2)  

Ⅴ その他有価証券評価 
差額金 

  237 (0.2)  

Ⅵ 為替換算調整勘定   △2,622 (△2.3)  

Ⅶ 自己株式   △4 (△0.0)  

資本合計   34,289 29.9  

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  114,676 100.0  
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② 【中間連結損益計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   37,265 100.0 33,611 100.0  77,533 100.0

Ⅱ 売上原価   32,899 88.3 28,752 85.5  67,527 87.1

売上総利益   4,365 11.7 4,858 14.5  10,006 12.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※(1)  5,205 14.0 4,343 12.9  9,980 12.9

営業利益又は 
営業損失(△) 

  △839 △2.3 514 1.5  25 0.0

Ⅳ 営業外収益    

受取利息  10 16 52 

受取配当金  114 120 164 

その他  199 324 0.9 290 427 1.3 496 713 0.9

Ⅴ 営業外費用    

支払利息  691 507 1,329 

その他  268 960 2.6 252 760 2.3 542 1,871 2.4

経常利益又は 
経常損失(△) 

  △1,475 △4.0 182 0.5  △1,133 △1.5

Ⅵ 特別利益    

土地売却益  55 89 411 

投資有価証券売却益  34 90 0.2 303 392 1.2 34 445 0.6

Ⅶ 特別損失    

役員退任慰労金  125 91 125 

生産態勢再構築費用 ※(2) 1,905 ― 1,905 

構造改善費用 ※(3) ― 274 2,337 

従業員早期退職金  222 ― 224 

社債買入消却損  ― ― 324 

投資有価証券評価損  1,659 32 5,355 

ゴルフ会員権評価損  ― 34 ― 

投資有価証券売却損  276 ― 1,312 

貸倒損失  ― ― 539 

貸倒引当金繰入額  ― 536 30 

関係会社整理損  ― ― 212 

連結調整勘定 
一括償却 

 ― 4,189 11.2 ― 968 2.9 678 13,046 16.8

税金等調整前 
中間(当期)純損失 

  5,574 △15.0 393 △1.2  13,733 △17.7

法人税、住民税 
及び事業税 

 121 105 168 

法人税等調整額  △2,585 △2,464 6.6 △136 △31 0.1 △5,101 △4,933 6.4

少数株主損失   195 0.6 74 0.2  649 0.8

中間(当期)純損失   2,914 △7.8 287 △0.9  8,150 △10.5
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 連結剰余金期首残高  3,399 －  3,399

Ⅱ 連結剰余金減少高    

配当金  488 －  488 

役員賞与  10 498 － － 10 498

Ⅲ 中間(当期)純損失  2,914 －  8,150

Ⅳ 欠損金中間期末(期末)残高  13 －  5,249

    

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    

  資本準備金期首残高  12,910  

Ⅱ 資本剰余金減少高    

  資本準備金取崩額  4,462  

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高  8,447  

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    

  欠損金期首残高  △5,249  

Ⅱ 利益剰余金増加高    

 １ 資本準備金取崩額  4,462   

 ２ 土地再評価差額金取崩額  279 4,742  

Ⅲ 利益剰余金減少高    

  中間純損失  287  

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高  △794  
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前 
中間(当期)純損失(△) 

 △5,574 △393 △13,733

２ 減価償却費  1,996 1,904 4,031

３ 連結調整勘定償却額  54 △10 660

４ 貸倒引当金の増減額  44 491 37

５ 賞与引当金の増減額  △92 △182 △287

６ 退職給付引当金の増減額  △278 351 △232

７ 生産態勢再構築費用  1,905 ― 1,905

８ 構造改善費用  ― 274 2,337

９ 投資有価証券評価損  1,659 32 5,355

10 投資有価証券売却損  276 ― 1,312

11 ゴルフ会員権評価損  ― 34 ―

12 貸倒損失  ― ― 539

13 社債買入消却損  ― ― 324

14 支払利息  691 507 1,329

15 受取利息及び受取配当金  △124 △137 △217

16 役員退任慰労金  125 91 125

17 従業員早期退職金  222 ― 224

18 関係会社整理損  ― ― 212

19 土地売却益  △55 △89 △411

20 投資有価証券売却益  △34 △303 △34

21 売上債権の減少  7,979 2,459 9,738

22 たな卸資産の増減額  △623 24 724

23 その他の営業資産の増減額  △176 △548 △154

24 仕入債務の減少  △3,220 △1,523 △4,134

25 未払消費税等の増減額  △454 △35 △321

26 その他の営業負債の増減額  169 590 △551

27 役員賞与の支払額  △10 ― △10

小計  4,480 3,537 8,770

28 利息及び配当金の受取額  124 137 217

29 生産態勢再構築に係る支出  △1,067 ― △1,067

30 構造改善に係る支出  ― △66 △772

31 役員退任慰労金支出  △125 △91 △125

32 従業員早期退職金に 
係る支出 

 △222 ― △224

33 社債買入消却に係る支出  ― ― △324

34 利息の支払額  △615 △508 △1,295

35 法人税等の支払額  △448 △51 △548

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,125 2,958 4,629
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前中間連結会計期間 

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による支出  △34 ― △1

２ 投資有価証券の取得に 
よる支出 

 △31 △80 △43

３ 投資有価証券の売却に 
よる収入 

 324 977 757

４ 関係会社株式の取得に 
よる支出 

 △42 △27 △22

５ 関係会社株式の売却に 
よる収入 

 39 ― 39

６ 貸付けによる支出  △82 △151 △911

７ 貸付金の回収による収入  110 61 513

８ 有形固定資産の取得に 
よる支出 

 △2,082 △611 △3,373

９ 有形固定資産の売却に 
よる収入 

 99 931 564

10 その他  △221 △19 △246

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,919 1,080 △2,722

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増減額  △908 △2,324 △1,871

２ 長期借入れによる収入  2,441 ― 3,336

３ 長期借入金の返済に 
よる支出 

 △1,435 △1,728 △3,460

４ 社債買入消却に伴う支出  ― ― △3,000

５ 配当金の支払額  △488 ― △488

６ その他  ― △13 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △391 △4,066 △5,483

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

 13 △0 91

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額 

 △172 △28 △3,485

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 7,001 3,515 7,001

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 6,829 3,487 3,515
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数   12社 

 主要な連結子会社の名称 

  東京製綱スチールコード㈱ 

  東綱商事㈱ 

  ATR Wire & Cable Co., Inc.

(1) 連結子会社の数   12社 

 主要な連結子会社の名称 

  東京製綱スチールコード㈱ 

  ATR Wire & Cable Co., Inc.

  東京製綱繊維ロープ㈱ 

(1) 連結子会社の数   12社 

 主要な連結子会社の名称 

  東京製綱スチールコード㈱ 

  ATR Wire & Cable Co., Inc.

  なお、連結子会社東綱商事㈱

は、当連結会計年度中に親会

社が吸収合併しております。

  また、当連結会計年度中に設

立したトーコーテクノ㈱を連

結の範囲に含めております。

 (2) 主要な非連結子会社名 

  ㈱長崎機器製作所 

  北海道トーコー㈱ 

 連結の範囲から除いた理由 

  非連結子会社５社の合計の総

資産、売上高、中間純損益及

び剰余金(持分に見合う額)

は、いずれも中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。 

(2) 主要な非連結子会社名 

  ㈱長崎機器製作所 

  北海道トーコー㈱ 

 連結の範囲から除いた理由 

  非連結子会社５社の合計の総

資産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

(2) 主要な非連結子会社名 

  ㈱長崎機器製作所 

  北海道トーコー㈱ 

 連結の範囲から除いた理由 

  非連結子会社５社の合計の総

資産、売上高、当期純損益及

び剰余金(持分に見合う額)

は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社５社及び関連会社２

社については、中間連結純損益及

び連結剰余金に及ぼす影響が軽微

であるため、持分法の適用から除

外しております。 

持分法を適用していない主要な非

連結子会社は㈱長崎機器製作所、

主要な関連会社は東洋製綱㈱であ

ります。 

非連結子会社５社及び関連会社３

社については、中間連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であるため、持分法の適用から

除外しております。 

持分法を適用していない主要な非

連結子会社は㈱長崎機器製作所、

主要な関連会社は東洋製綱㈱であ

ります。 

非連結子会社５社及び関連会社３

社については、連結純損益及び連

結剰余金に及ぼす影響が軽微であ

るため、持分法の適用から除外し

ております。 

持分法を適用していない主要な非

連結子会社は㈱長崎機器製作所、

主要な関連会社は東洋製綱㈱であ

ります。 

３ 連結子会社の中間決算日

(決算日)に関する事項 

在外子会社であるATR Wire & 

Cable Co.,Inc.の中間決算日は７

月31日であり、中間連結財務諸表

の作成には７月31日現在の中間財

務諸表を使用し、中間連結決算日

までに生じた重要な取引について

は連結上必要な調整を行っており

ます。なお、他の連結子会社の中

間決算日は９月30日であります。

   同左 在外子会社であるATR Wire & 

Cable Co.,Inc.の決算日は１月31

日であり、連結財務諸表の作成に

は１月31日現在の決算財務諸表を

使用し、連結決算日までに生じた

重要な取引については連結上必要

な調整を行っております。なお、

他の連結子会社の決算日は３月31

日であります。 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 

 

1) 有価証券 

  その他有価証券 

  ① 時価のあるもの 

    中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定)により評価しており

ます。 

  ② 時価のないもの 

    移動平均法に基づく原価

法により評価しておりま

す。 

2) たな卸資産 

総平均法による原価法によ

り評価しております。 

 

 

1) 有価証券 

  その他有価証券 

  ① 時価のあるもの 

     同左 

 

 

 

 

 

 

  ② 時価のないもの 

     同左 

 

 

2) たな卸資産 

   同左 

 

 

 

1) 有価証券 

  その他有価証券 

  ① 時価のあるもの 

    決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

により評価しておりま

す。 

  ② 時価のないもの 

    移動平均法に基づく原価

法により評価しており

ます。 

2) たな卸資産 

   同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

1) 有形固定資産 

  親会社は定率法によっており

ます。 

賃貸資産の一部及び平成10

年４月１日以降取得の建物

(建物付属設備を除く)は定

額法によっております。 

  連結子会社は主として定額法

によっております。 

  なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

1) 有形固定資産 

   同左 

 

1) 有形固定資産 

   同左 

 2) 無形固定資産 

  定額法によっております。ソ

フトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

2) 無形固定資産 

   同左 

2) 無形固定資産 

   同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒の損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

1) 貸倒引当金 

   同左 

1) 貸倒引当金 

   同左 

 2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額により計上

しております。 

2) 賞与引当金 

   同左 

2) 賞与引当金 

   同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

 3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

  なお、会計基準変更時差異

(8,832百万円)については、

15年による按分額を費用処理

しております。 

  過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(11～12年)による按分額を費

用処理しております。 

  数理計算上の差異については

その発生時の従業員の平均残

存勤務年数以内の一定の年数

(11～12年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

より費用処理することとして

おります。 

3) 退職給付引当金 

   同左 

3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。 

  なお、会計基準変更時差異

(8,832百万円)については、

15年による按分額を費用処理

しております。 

  過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

(11～12年)による按分額を費

用処理しております。 

  数理計算上の差異については

その発生時の従業員の平均残

存勤務年数以内の一定の年数

(11～12年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

より費用処理することとして

おります。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

   同左    同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

為替予約等が付されている外貨建

金銭債権債務等については振当処

理を行い、ヘッジ会計の要件を満

たす金利スワップについては特例

処理を採用しております。 

   同左 

 

   同左 

(6) 消費税等の会計処理 税抜き方式によっております。    同左    同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日

から３カ月以内に満期日の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期

的な投資からなっております。 

   同左 

 

   同左 
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追加情報 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

(金融商品会計) 

 当中間連結会計期間からその他有

価証券のうち時価のあるものの評

価の方法について金融商品に係る

会計基準(「金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成11年１月22

日))を適用しております。この結

果、その他有価証券評価差額金△

2,544百万円、繰延税金資産717百

万円が計上されております。 

 

     ―――――― (金融商品会計) 

当連結会計年度からその他有価証券

のうち時価のあるものについて金融

商品に係る会計基準(「金融商品に

係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成11年１

月22日))を適用しております。この

結果、その他有価証券評価差額金△

80百万円、繰延税金資産65百万円が

計上されております。 

 

     ――――― 

 

(自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計) 

当中間連結会計期間から「企業会計

基準第１号 自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計基準」(平

成14年２月21日 企業会計基準委員

会)を適用しております。この変更

に伴う当中間連結会計期間の損益に

与える影響は軽微であります。 

 

     ―――――― 

     ―――――― (中間連結貸借対照表) 

中間連結財務諸表規則の改正により

当中間連結会計期間から「資本準備

金」は「資本剰余金」と、「欠損

金」は「利益剰余金」と、「再評価

差額金」は「土地再評価差額金」と

し、表示しております。 

 

     ―――――― 

     ―――――― (中間連結剰余金計算書) 

中間連結財務諸表規則の改正により

当中間連結会計期間から資本剰余金

の部及び利益剰余金の部に区分して

掲記しております。 

この改正により当中間連結会計期間

から「欠損金期首残高」は「利益剰

余金期首残高」と、「欠損金減少

高」は「利益剰余金増加高」と、

「欠損金中間期末残高」は「利益剰

余金中間期末残高」とし、表示して

おります。 

また、前中間連結会計期間において

独立掲記しておりました中間純損失

については「利益剰余金減少高」の

内訳として表示しております。 

     ―――――― 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

前中間連結会計期間末 
(平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成14年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成14年３月31日) 

※(1) 有形固定資産に対する減価償

却累計額 

57,927百万円 

※(1) 有形固定資産に対する減価償

却累計額 

56,701百万円

※(1) 有形固定資産に対する減価償

却累計額 

56,188百万円

※(2) 信託固定資産の内訳は次のと

おりであります。 

建物 
及び構築物 

7,872百万円

土地 7 

計 7,879 
 

※(2) 信託固定資産の内訳は次のと

おりであります。 

建物 
及び構築物

7,572百万円

土地 3,610 

計 11,182 
 

※(2) 信託固定資産の内訳は次のと

おりであります。 

建物 
及び構築物 

7,722百万円

土地 3,610 

計 11,332 
 

※(3) 受取手形割引高 1,613百万円 
 

※(3) 受取手形割引高 1,782百万円
 

※(3) 受取手形割引高 1,745百万円
 

※(4) 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりであります。 

   有形固定資産 

建物 
及び構築物 

5,596百万円

機械装置 
及び運搬具 

14,161 

土地 3,100 

   投資その他の資産 

投資有価証券 4 

その他 268 

計 23,131 

   担保付債務は次のとおりであ

ります。 

   流動負債 

買掛金 161百万円

短期借入金 686 

   固定負債 

 社債 3,000 

 長期借入金 11,853 

(
内１年以内 
返済予定額 

2,854) 

 その他 163 

 計 15,864 
 

※(4) 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりであります。 

   有形固定資産 

建物 
及び構築物

5,297百万円

機械装置 
及び運搬具

12,688 

土地 9,544 

信託固定資産
(信託受益権)

795 

   投資その他の資産 

投資有価証券 3,229 

計 31,555 

   担保付債務は次のとおりであ

ります。 

   流動負債 

短期借入金 521百万円

   固定負債 

長期借入金 11,337 

(
内１年以内
返済予定額

 3,124) 

その他 152 

計 12,010 
 

※(4) 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

とおりであります。 

   有形固定資産 

建物 
及び構築物 

5,406百万円

機械装置 
及び運搬具 

13,371 

土地 9,585 

信託固定資産
(信託受益権) 

796 

   投資その他の資産 

投資有価証券 2,736 

計 31,896 

   担保付債務は次のとおりであ

ります。 

   流動負債 

短期借入金 630百万円

   固定負債 

長期借入金 12,888 

(
内１年以内 
返済予定額 

 2,898) 

その他 157 

計 13,677 
 

※(5) 中間連結会計期間末日満期手

形の処理 

   当中間連結会計期間末日は金

融機関の休日であります

が、満期日に決済が行われ

たものとして処理していま

す。中間連結会計期間末残

高から除かれている中間連

結会計期間末日満期手形は

次のとおりであります。 

受取手形 1,445百万円

支払手形 964 

受取手形 
割引高 

307 

 

     ―――――― 

 

※(5) 連結会計年度末日満期手形の

処理 

   当連結会計年度末日は金融機

関の休日でありますが、満

期日に決済が行われたもの

として処理しております。

連結会計年度末残高から除

かれている連結会計年度末

日満期手形は次の通りであ

ります。 

受取手形 838百万円

支払手形 776 

受取手形 
割引高 

463 
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(中間連結損益計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

※(1) 販売費及び一般管理費のうち

主要なもの 

役員報酬及 
び従業員給 
料賞与及び 
諸手当 

1,533百万円

荷造・ 
運搬費 

1,272 

減価償却費 122 

賞与引当金 
繰入額 

247 

退職給付引 
当金繰入額 

242 

 

※(1) 販売費及び一般管理費のうち

主要なもの 

役員報酬及
び従業員給
料賞与及び
諸手当 

1,084百万円

荷造・ 
運搬費 

1,005 

減価償却費 81 

賞与引当金
繰入額 

189 

退職給付引
当金繰入額

301 

 

※(1) 販売費及び一般管理費のうち

主要なもの 

役員報酬及 
び従業員給 
料賞与及び 
諸手当 

3,117百万円

荷造・ 
運搬費 

2,354 

減価償却費 229 

賞与引当金 
繰入額 

278 

退職給付引 
当金繰入額 

498 

 
※(2) 生産態勢再構築費用の内訳 

従業員 
特別退職金 

1,039百万円

固定資産 
処分損 
(機械装置)

 
 

635 

(その他) 41 

たな卸資産 
処分損 

173 

その他 16 
 

     ―――――― 

 

※(2) 生産態勢再構築費用の内訳 

従業員 
特別退職金 

1,039百万円

固定資産 
処分損 
(機械装置)

 
 

635 

(その他) 41 

たな卸資産 
処分損 

173 

その他 16 
 

     ―――――― 

 

※(3) 構造改善費用の内訳 

固定資産 
処分損 
(建物) 

 
 
5百万円

(機械装置) 7 

従業員 
特別退職金

243 

その他 16 

 

※(3) 構造改善費用の内訳 

固定資産 
処分損 
(建物) 

 
 

316百万円

(機械装置) 812 

(その他) 113 

従業員 
特別退職金 

696 

たな卸資産 
処分損等 

398 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

(1) 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に記

載されている金額との関係 

現金及び預金勘定 
(百万円) 

7,048 

預金期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

(百万円) 
△219 

現金及び現金同等物 
(百万円) 

6,829 

  

(1) 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に記

載されている金額との関係 

現金及び預金勘定 
(百万円)

3,662

預金期間が３ヶ月を
超える定期預金 

(百万円)
△174

現金及び現金同等物
(百万円)

3,487

 

(1) 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に記載されて

いる金額との関係 

現金及び預金勘定 
(百万円) 

3,701

預金期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

(百万円) 
△186

現金及び現金同等物 
(百万円) 

3,515
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(リース取引関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

 
その他

 
(百万円)

 
合計 
 

(百万円) 

取得価額 
相当額 

1,069 419 1,488 

減価償却累 
計額相当額 

175 173 349 

中間期末 
残高相当額 

894 245 1,139 

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 

機械装置
及び 
運搬具
(百万円)

 
その他

 
(百万円)

 
合計
 

(百万円)

取得価額 
相当額 

1,077 458 1,535

減価償却累
計額相当額

304 229 534

中間期末 
残高相当額

773 228 1,001

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

機械装置 
及び 
運搬具 
(百万円) 

 
その他 

 
(百万円)

 
合計
 

(百万円)

取得価額 
相当額 

1,187 473 1,660

減価償却累
計額相当額

282 209 492

期末残高 
相当額 

904 263 1,168

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 247百万円

１年超 891 

合計 1,139 

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 265百万円

１年超 736 

合計 1,001 

 なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

② 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 290百万円

１年超 878 

合計 1,168 

 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 105百万円 

減価償却費相当額 105 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 102百万円

減価償却費相当額 102 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 286百万円

減価償却費相当額 286 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   同左 
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(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間) 

① その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 13,235 9,972 △3,262

(注) その他有価証券で時価のある株式について1,659百万円減損処理を行っております。 

 

② 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 214

 

(当中間連結会計期間) 

① その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 6,953 7,356 403

(注) その他有価証券で時価のある株式について32百万円減損処理を行っております。また、期末における時価

が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当社

グループにおける規定に従い、該当した銘柄を減損処理しております。 

 

② 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 268
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(前連結会計年度) 

① その他有価証券で時価のあるもの 

 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 8,094 7,947 △146

(注) その他有価証券で時価のある株式について5,310百万円減損処理を行っております。また、期末における時

価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当

社グループにおける規定に従い、該当した銘柄を減損処理しております。 

 

② 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

 

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 199
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(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間) 

当社グループでは、為替予約取引と金利スワップ取引を利用しておりますが、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行い、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワ

ップについては特例処理を採用しております。 

 

(当中間連結会計期間) 

当社グループでは、為替予約取引と金利スワップ取引を利用しておりますが、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行い、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワ

ップについては特例処理を採用しております。 

 

(前連結会計年度) 

当社グループでは、為替予約取引と金利スワップ取引を利用しておりますが、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行い、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワ

ップについては特例処理を採用しております。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日) 
 

 
鋼索鋼線 
関連事業 
(百万円) 

開発製品
関連事業
(百万円)

不動産 
関連事業
(百万円)

その他の
関連事業
(百万円)

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

23,414 9,917 719 3,213 37,265 ― 37,265

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

99 450 21 1,071 1,643 (1,643) ―

計 23,514 10,368 741 4,284 38,909 (1,643) 37,265

営業費用 24,727 10,388 377 4,255 39,749 (1,643) 38,105

営業利益又は営業損失(△) △1,212 △20 363 29 △839 ― △839

 

 

当中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 
 

 
鋼索鋼線 
関連事業 
(百万円) 

開発製品
関連事業
(百万円)

不動産 
関連事業
(百万円)

その他の
関連事業
(百万円)

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

21,243 8,730 767 2,870 33,611 ― 33,611

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

84 354 4 779 1,222 (1,222) ―

計 21,328 9,084 772 3,649 34,833 (1,222) 33,611

営業費用 21,770 8,671 361 3,515 34,319 (1,222) 33,096

営業利益又は営業損失(△) △442 412 410 134 514 ― 514
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前連結会計年度(自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日) 
 

 
鋼索鋼線 
関連事業 
(百万円) 

開発製品
関連事業
(百万円)

不動産 
関連事業
(百万円)

その他の
関連事業
(百万円)

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

45,699 24,338 1,439 6,056 77,533 ― 77,533

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

174 611 25 1,897 2,709 (2,709) ―

計 45,874 24,950 1,464 7,953 80,243 (2,709) 77,533

営業費用 47,761 23,890 726 7,839 80,218 (2,709) 77,508

営業利益又は営業損失(△) △1,886 1,059 738 113 25 ― 25

 

 

(注) １ 事業区分の方法 

内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要製品 

区分 主要製品 

鋼索鋼線関連事業 
ワイヤロープ、各種ワイヤ製品、 
タイヤ用スチールコード 

開発製品関連事業 
道路安全施設、長大橋用ケーブル、橋梁の設計・
施工、金属繊維、産業機械、粉末冶金製品 

不動産関連事業 不動産賃貸 

その他の関連事業 繊維ロープ、網、石油製品 
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【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日) 
 

 
日本 

(百万円) 
米国 

(百万円) 
計 

(百万円) 
消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

32,983 4,282 37,265 ― 37,265

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

56 ― 56 (56) ―

計 33,039 4,282 37,322 (56) 37,265

営業費用 33,792 4,370 38,162 (56) 38,105

営業損失 752 87 839 ― 839

 

当中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 
 

 
日本 

(百万円) 
米国 

(百万円) 
計 

(百万円) 
消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

29,779 3,831 33,611 ― 33,611

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

31 ― 31 (31) ―

計 29,810 3,831 33,642 (31) 33,611

営業費用 29,133 3,993 33,127 (31) 33,096

営業利益又は営業損失(△) 676 △161 514 ― 514

 

前連結会計年度(自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日) 
 

 
日本 

(百万円) 
米国 

(百万円) 
計 

(百万円) 
消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

68,329 9,204 77,533 ― 77,533

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

90 ― 90 (90) ―

計 68,419 9,204 77,624 (90) 77,533

営業費用 68,096 9,502 77,599 (90) 77,508

営業利益又は営業損失(△) 323 △298 25 ― 25
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日) 

 

 米国 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,340 1,125 5,465

Ⅱ 連結売上高(百万円) 37,265

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

11.6 3.1 14.7

 

当中間連結会計期間(自 平成14年４月１日 至 平成14年９月30日) 

 

 米国 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,027 961 4,989

Ⅱ 連結売上高(百万円) 33,611

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

12.0 2.8 14.8

 

前連結会計年度(自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日) 

 

 米国 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 9,375 2,010 11,386

Ⅱ 連結売上高(百万円) 77,533

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

12.1 2.6 14.7

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

(2) その他の地域……中国、韓国他 
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(１株当たり情報) 

 

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１株当たり純資産額 147.31円 210.85円 211.64円 

１株当たり中間(当期)純損失 17.92円 1.77円 50.10円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 

新株引受権付社債及び転換

社債の発行がないため、さ

らに中間純損失が計上され

ているため記載しておりま

せん。 

新株予約権付社債等潜在株

式がないため記載しており

ません。 

新株引受権付社債及び転換

社債の発行がないため、さ

らに当期純損失が計上され

ているため記載しておりま

せん。 

  
(追加情報) 

 当中間連結会計期間から

「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」(企業会

計基準第２号)及び「１株

当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第４

号)を適用しております。

なお、これによる影響はあ

りません。 

 

(注) １株当たり中間純損失の算定上の基礎 

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

中間純損失 ― 287百万円 ― 

普通株式に係る中間純損失 ― 287百万円 ― 

普通株式の期中平均株式数 ― 162,642,163株 ― 

 

(重要な後発事象) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

     ―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(厚生年金基金の代行部分の返上) 

 確定給付企業年金法の施行に伴

い、連結会社のうち９社が加盟する

連合設立型の東京製綱厚生年金基金

の代行部分について、平成14年10月

18日に厚生労働大臣から将来分支給

義務免除の認可を受けました。それ

に伴い、「退職給付会計に関する実

務指針(中間報告)」(日本公認会計

士協会会計制度委員会報告第13号)

第47－２項に定める経過措置を適用

し、当該認可の日において代行部分

に係る退職給付債務の消滅を認識す

る予定であります。 

 これにより、当連結会計年度にお

いて1,716百万円の代行返上益を計

上するとともに、退職給付費用が

545百万円減少する見込みでありま

す。 

     ―――――― 
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(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

現金及び預金   4,116 2,106  2,206

受取手形 
※(3)
※(5)

 4,052 5,055  6,705

売掛金   14,090 9,462  12,112

たな卸資産   5,011 4,615  4,384

繰延税金資産   179 261  467

その他   4,025 7,285  4,221

貸倒引当金   △29 △40  △52

合計   31,446 38.2 28,747 29.3  30,045 29.2

Ⅱ 固定資産    

有形固定資産 
※(1)
※(2)

  

建物   3,511 5,199  5,321

機械装置   4,629 3,682  3,855

土地   ― 20,737  21,359

信託固定資産   7,817 11,181  11,331

その他   4,240 694  676

計   20,199 (24.6) 41,495 (42.4)  42,544 (41.4)

無形固定資産   114 (0.1) 101 (0.1)  119 (0.1)

投資その他の資産    

投資有価証券 ※(2)  9,519 7,540  8,062

関係会社株式   2,402 3,138  3,110

関係会社 
長期貸付金 

  15,629 12,599  14,738

繰延税金資産   2,977 4,426  4,478

その他   748 1,849  1,162

貸倒引当金   △759 △1,941  △1,465

計   30,518 (37.1) 27,612 (28.2)  30,085 (29.3)

合計   50,832 61.8 69,209 70.7  72,749 70.8

資産合計   82,278 100.0 97,956 100.0  102,795 100.0
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前中間会計期間末 

(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

支払手形 ※(5)  115 1,148  1,420

買掛金   12,148 11,546  11,748

短期借入金   18,806 22,459  24,709

信託短期借入金   120 120  120

未払法人税等   15 18  15

賞与引当金   576 424  562

その他 ※(4)  2,127 2,131  3,313

合計   33,908 41.2 37,847 38.7  41,889 40.8

Ⅱ 固定負債    

社債   3,000 ―  ―

長期借入金   8,430 6,762  7,664

信託長期借入金   890 770  830

信託長期預り金   5,656 5,858  5,797

長期前受賃料   1,844 1,698  1,772

再評価に係る 
繰延税金負債 

  ― 7,639  7,839

退職給付引当金   2,071 2,061  2,135

その他   45 497  500

合計   21,936 26.7 25,287 25.8  26,540 25.8

負債合計   55,845 67.9 63,135 64.5  68,430 66.6
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前中間会計期間末 

(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   15,074 (18.3) ― ―  15,074 (14.7)

Ⅱ 資本準備金   12,910 (15.7) ― ―  12,910 (12.5)

Ⅲ 利益準備金   2,346 (2.9) ― ―  2,366 (2.3)

Ⅳ 再評価差額金   ― ― ― ―  10,942 (10.6)

Ⅴ 欠損金    

任意積立金   6,998 ―  8,183

中間(当期)未処理 
損失 

  8,156 ―  15,013

合計   1,157 (△1.4) ― ―  6,829 (△6.6)

Ⅵ その他有価証券 
  評価差額金 

  △2,740 (△3.4) ― ―  △96 (△0.1)

Ⅶ 自己株式   ― ― ― ―  △2 (△0.0)

資本合計   26,433 32.1 ― ―  34,365 33.4

負債・資本合計   82,278 100.0 ― ―  102,795 100.0

    

Ⅰ 資本金   15,074 (15.4)  

Ⅱ 資本剰余金    

  資本準備金   8,447 (8.6)  

Ⅲ 利益剰余金    

  中間未処分利益   413 (0.4)  

Ⅳ 土地再評価差額金   10,663 (10.9)  

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

  227 (0.2)  

Ⅵ 自己株式   △4 (△0.0)  

資本合計   34,821 35.5  

負債・資本合計   97,956 100.0  
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② 【中間損益計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   25,898 100.0 23,041 100.0  55,278 100.0

Ⅱ 売上原価   23,472 90.6 20,216 87.7  49,226 89.1

売上総利益   2,425 9.4 2,824 12.3  6,051 10.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費   2,756 10.7 2,538 11.0  5,699 10.3

営業利益又は 
営業損失(△) 

  △331 △1.3 286 1.3  351 0.6

Ⅳ 営業外収益 ※(1)  476 1.8 519 2.2  979 1.8

Ⅴ 営業外費用 ※(2)  530 2.0 523 2.3  1,074 1.9

経常利益又は 
経常損失(△) 

  △385 △1.5 282 1.2  256 0.5

Ⅵ 特別利益 ※(3)  ― ― 380 1.6  717 1.3

Ⅶ 特別損失 ※(4)  10,463 △40.4 677 2.9  21,319 38.6

税引前中間(当期) 
純損失 

  10,848 41.9 15 0.1  20,346 36.8

法人税、住民税 
及び事業税 

 55 25 68 

法人税等調整額  △2,468 △2,412 △9.3 △174 △149 △0.7 △5,054 △4,986 △9.0

中間純利益 
又は中間(当期) 
純損失(△)  

  △8,435 △32.6 134 0.6  △15,359 △27.8

前期繰越利益   246 ―  246

合併による 
未処分利益受入 

  ― ―  66

退職給与積立金 
取崩額 

  33 ―  33

土地再評価差額金 
取崩額 

  ― 279  ―

中間未処分利益 
又は中間(当期) 
未処理損失(△) 

  △8,156 413  △15,013
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

 
前中間会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

   

(1) 有価証券 1) 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法に基づく原価法

2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

   中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

 ② 時価のないもの 

   移動平均法に基づく原価

法 

1) 子会社株式及び関連会社株式

同左 

2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 ② 時価のないもの 

同左 

1) 子会社株式及び関連会社株式

同左 

2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

 ② 時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 総平均法による原価法 同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

1) 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  賃貸資産の一部及び平成10年

４月１日以降取得の建物(建

物付属設備を除く)は定額法

によっております。 

  なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

1) 有形固定資産 

同左 

1) 有形固定資産 

同左 

 2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  ただしソフトウェア(自社利

用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっておりま

す。 

2) 無形固定資産 

同左 

2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒の損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

1) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

1) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額により計上

しております。 

2) 賞与引当金 

同左 

 

 

2) 賞与引当金 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を費用処理して

おります。 

  なお、会計基準変更時差異

(4,658百万円)については、

15年による按分額を計上して

おります。 

  過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務年数以内の一定の年数

(11年)による按分額を費用処

理しております。 

  数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務年数以内の一定の

年数(11年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌事業年度より

費用処理することとしており

ます。 

3) 退職給付引当金 

同左 

 

3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末

において発生していると認め

られる額を費用処理しており

ます。 

  なお、会計基準変更時差異

(4,658百万円)については、

15年による按分額を計上して

おります。 

  過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務年数以内の一定の年数

(11年)による按分額を費用処

理しております。 

  数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務年数以内の一定の

年数(11年)による按分額をそ

れぞれ発生の翌事業年度より

費用処理することとしており

ます。 

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 為替予約等が付されている外貨建

金銭債権債務等については振当処

理を行い、ヘッジ会計の要件を満

たす金利スワップについては特例

処理を採用しております。 

同左 同左 

６ 消費税等の会計処理 税抜き方式によっております。 同左 同左 
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表示方法の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

―――――― 

 

 

 

 

 

(中間貸借対照表) 

前中間会計期間まで有形固定資産の「その他」に含めて

表示しておりました「土地」については、資産総額の

100分の５を超えたため、区分して表示しております。

なお、前中間会計期間の「土地」は3,398百万円であり

ます。 

 

 

追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

(金融商品会計) 

当中間会計期間からその他有価証券

のうち時価のあるものの評価の方法

について金融商品に係る会計基準

(「金融商品に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業会計審議会 

平成11年１月22日))を適用しており

ます。この結果、その他有価証券評

価差額金△2,740百万円、繰延税金

資産853百万円が計上されておりま

す。 

 

     ―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ―――――― 

     ―――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(自己株式) 

前中間会計期間まで流動資産の部の

「その他」に含めて表示していた

「自己株式」は、中間財務諸表等規

則の改正に伴い、当中間会計期間に

おいては、資本に対する控除科目と

して資本の部の末尾に表示しており

ます。なお、前中間会計期間に流動

資産の部の「その他」に含めていた

「自己株式」は０百万円でありま

す。 

 

(自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計) 

当中間会計期間から「企業会計基準

第１号 自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準」(平成14

年２月21日 企業会計基準委員会)

を適用しております。この変更に伴

う当中間会計期間の損益に与える影

響は軽微であります。 

 

 

(金融商品会計) 

当期からその他有価証券のうち時価

のあるものの評価の方法について金

融商品に係る会計基準(「金融商品

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成11年１

月22日))を適用しております。この

結果、その他有価証券評価差額金△

96百万円、繰延税金資産69百万円が

計上されております。 

 

 

(自己株式) 

前期まで流動資産に掲記しておりま

した「自己株式」は、財務諸表等規

則の改正により当期より資本に対す

る控除項目として資本の部の末尾に

表示しております。 

 

 

 

 

 

     ―――――― 
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前中間会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

     ――――――  (中間貸借対照表) 

中間財務諸表等規則の改正により当

中間会計期間から「資本準備金」は

「資本剰余金」の内訳と、「中間未

処分利益」は「利益剰余金」の内訳

と、「再評価差額金」は「土地再評

価差額金」とし、表示しておりま

す。 

     ―――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

 
前中間会計期間末 
(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

前事業年度末 
(平成14年３月31日) 

※(1) 減価償却累計額 

    有形固定資産 25,307百万円 24,660百万円 24,356百万円

※(2) 担保資産 

    (工場財団) 

     建物 

     構築物 

     機械装置 

     土地 

    (その他) 

     建物 

     土地 

     信託固定資産 

     投資有価証券 

   担保付債務 

    短期借入金 

    社債 

    長期借入金 

    (１年以内返済額 

を含む) 

    長期預り金 

 

895百万円

81百万円

2,867百万円

618百万円

― 

― 

― 

― 

20百万円

3,000百万円

4,384百万円

 

 

― 

 

827百万円

71百万円

2,369百万円

6,694百万円

921百万円

529百万円

794百万円

3,229百万円

20百万円

― 

5,560百万円

 

 

152百万円

 

863百万円

75百万円

2,558百万円

6,694百万円

871百万円

529百万円

796百万円

2,736百万円

20百万円

― 

6,214百万円

 

 

157百万円

偶発債務 

  保証債務 

   関係会社のリース債務

に対する保証金額 

 

   関係会社の銀行借入に

対する保証金額 

 

  保証予約 

   関係会社の銀行借入に

対する保証予約金額 

 

   関係会社の仕入債務に

対する保証予約金額 

 

 

ATR Wire & Cable Co.,Inc. 

1,097百万円

 

東京製綱スチールコード㈱ 

2,948百万円

 

 

東京製綱スチールコード㈱ 

2,470百万円

 

東綱商事㈱ 

14百万円

 

 

ATR Wire & Cable Co.,Inc. 

1,052百万円

 

東京製綱スチールコード㈱ 

5,002百万円

 

 

東京製綱スチールコード㈱ 

258百万円

 

―――― 

 

 

ATR Wire & Cable Co.,Inc. 

1,204百万円

東京製綱スチールコード㈱ 

2,790百万円

 

 

東京製綱スチールコード㈱ 

2,782百万円

―――― 

※(3) 受取手形割引高 805百万円 800百万円 600百万円

※(4) 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債のその他に

含めて表示しております。 

同左 ―――― 

※(5) 中間会計期間末日満期

手形の処理 

当中間会計期間末日は金融機関の

休日でありますが、満期日に決済

が行われたものとして処理してい

ます。中間会計期間末残高から除

かれている中間会計期間末日満期

手形は次のとおりであります。 

受取手形 1,037百万円

受取手形 
割引高 

200百万円

 

―――― 

 

当事業年度末日は金融機関の休日

でありますが、満期日に決済が行

われたとして処理しています。事

業年度末残高から除かれている事

業年度末日満期手形は次の通りで

あります。 

受取手形 735百万円

支払手形 334百万円

受取手形 
割引高 

400百万円
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(中間損益計算書関係) 

 

 
前中間会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

※(1) 営業外収益の主なもの 

    受取利息 144百万円 131百万円 285百万円

※(2) 営業外費用の主なもの 

    支払利息 

    社債利息 

 

298百万円

70百万円

312百万円

― 

622百万円

140百万円

※(3) 特別利益の主なもの 

    土地売却益 

    投資有価証券 
売却益 

 

― 

― 

81百万円

298百万円

717百万円

― 

※(4) 特別損失の主なもの 

    役員退任慰労金 

    生産態勢 
    再構築費用 

    構造改善費用 

    従業員 
    早期退職金 

    社債買入消却損 

    投資有価証券 
    評価損 

    投資有価証券 
    売却損 

    ゴルフ会員権 
    評価損 

    貸倒損失 

    貸倒引当金 
繰入額 

    関係会社株式 
    評価損 

    関係会社貸倒 
    引当金繰入額 

    関係会社整理損 

 

   減価償却実施額 

    有形固定資産 

    無形固定資産 

33百万円

21百万円

― 

191百万円

― 

1,636百万円

276百万円

― 

― 

― 

8,304百万円

― 

― 

 

691百万円

18百万円

33百万円

― 

69百万円

― 

― 

32百万円

― 

31百万円

― 

511百万円

― 

― 

― 

 

623百万円

20百万円

33百万円

21百万円

1,626百万円

193百万円

324百万円

5,348百万円

1,291百万円

― 

539百万円

30百万円

11,094百万円

605百万円

212百万円

 

1,420百万円

44百万円
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(リース取引関係) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 工具器具備品

取得価額 
相当額 

399百万円

減価償却累 
計額相当額 

158百万円

中間期末 
残高相当額 

240百万円

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高の有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 工具器具備品

取得価額 
相当額 

423百万円

減価償却累
計額相当額

218百万円

中間期末 
残高相当額

205百万円

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高の有形

固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 工具器具備品

取得価額 
相当額 

421百万円

減価償却累 
計額相当額 

185百万円

期末残高 
相当額 

235百万円

 なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高の有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 77百万円

１年超 163百万円

合計 240百万円

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高の有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。  

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 79百万円

１年超 125百万円

合計 205百万円

 なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高の有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 82百万円

１年超 153百万円

合計 235百万円

 なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高の有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定してお

ります。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 39百万円

減価償却費相当額 39百万円
 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 43百万円
 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 83百万円

減価償却費相当額 83百万円
 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末において、子会社株式及び関連会社株

式で時価のあるものはありません。 

 

(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日)

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日)

１株当たり純資産額 162.48円 214.12円 211.28円 

１株当たり中間純利益 
又は１株当たり中間 
(当期) 純損失(△) 

△51.85円 0.82円 △94.42円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 

新株引受権付社債及び転換

社債の発行がないため、さ

らに中間純損失が計上され

ているため、記載しており

ません。 

新株予約権付社債等潜在株

式がないため、記載してお

りません。 

新株引受権付社債及び転換

社債の発行がないため、さ

らに当期純損失が計上され

ているため、記載しており

ません。 

  (追加情報) 

当中間会計期間から「１株

当たり当期純利益に関する

会計基準」(企業会計基準

第２号)及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基

準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第４号)を適

用しております。なお、こ

れによる影響はありませ

ん。 

 

(注) １ 当中間会計期間及び前事業年度の１株当たり情報の計算については、財務諸表等規則の改正により、発行

済株式総数から自己株式数を控除して算出しております。 

   ２ １株当たり中間純利益の算定上の基礎 

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

中間純利益 ― 134百万円 ― 

普通株式に係る中間純利益 ― 134百万円 ― 

普通株式の期中平均株式数 ― 162,642,163株 ― 
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 (重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

関係会社東綱商事株式会社との合併

について 

 当社(以下甲という)は、平成13年

３月14日に締結された合併契約に基

づき、平成13年10月１日に東綱商事

株式会社(以下乙という)と合併し、

乙の資産・負債および権利義務の一

切を引き継ぎました。 

 合併に関する事項の概要は次のと

おりであります。 

１ 合併の概要 

 (1) 合併の方法 

甲を存続会社とする吸収合併

方式で、乙は解散しました。 

甲は乙の全株式を所有してい

るので、合併にあたり乙の全

株式を無償消却し、合併によ

る新株式の発行、合併交付金

の支払いはありません。 

 (2) 合併期日 

平成13年10月１日 

２ 合併により引継いだ資産・負債

の状況(平成13年10月１日) 

科目 
金額 

(百万円) 

流動資産 8,043 

固定資産 5,253 

資産合計 13,296 

流動負債 9,909 

固定負債 1,566 

負債合計 11,476 

差引正味財産 1,820 
  

厚生年金基金の代行部分の返上につ
いて 

 確定給付企業年金法の施行に伴

い、当社が加盟する連合設立型の東

京製綱厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成14年10月18日に厚生労働

大臣から将来分支給義務免除の認可

を受けました。それに伴い、「退職

給付会計に関する実務指針(中間報

告)」(日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第13号)第47－２項に定

める経過措置を適用し、当該認可の

日において代行部分に係る退職給付

債務の消滅を認識する予定でありま

す。 

 これにより、当事業年度において

935百万円の代行返上益を計上する

とともに、退職給付費用が280百万

円減少する見込であります。 

 

     ―――――― 
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(2) 【その他】 

該当事項はありません。 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

(1) 臨時報告書      
平成14年４月26日 
関東財務局長に提出。 

 

 企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(当社における関係会社株式評価
損、当社及び当社連結子会社における投資有価証券評価損、投資有価証券売却損及び構造改善費用
に伴う損失の発生)に基づく臨時報告書であります。 
 

(2) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

 
事業年度 
(第203期) 

 
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

 
平成14年６月27日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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中 間 監 査 報 告 書 
 

 

平成13年12月21日 

東京製綱株式会社 

代表取締役社長  上 西   凖  殿 

新日本監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  原  田  征  久  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  園     マ  リ  ㊞

 

関与社員  公認会計士  中  島  隆  司  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている東京製綱株式会社の平成13年４月１日から平成14年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中

間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中

間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連

結子会社については、中間監査実施基準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査

手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正

妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って

継続して適用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及

び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が東京製綱株式会社及び連結子会社の平成13年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月

30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 

※ 上記は、当社が提出した半期報告書に綴り込まれた前中間連結会計期間に係る監査報告書に記載された事項

を電子化したものであります。 
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中 間 監 査 報 告 書 
 

 

平成14年12月24日 

東京製綱株式会社 

代表取締役社長  田 中 重 人  殿 

新日本監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  原  田  征  久  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  園     マ  リ  ㊞

 

関与社員  公認会計士  中  島  隆  司  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている東京製綱株式会社の平成14年４月１日から平成15年３月31日までの連結会計年度の中間連結会

計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中

間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中

間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連

結子会社については、中間監査実施基準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査

手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正

妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って

継続して適用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及

び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が東京製綱株式会社及び連結子会社の平成14年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月

30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 
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中 間 監 査 報 告 書 
 

 

平成13年12月21日 

東京製綱株式会社 

代表取締役社長  上 西   凖  殿 

新日本監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  原  田  征  久  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  園     マ  リ  ㊞

 

関与社員  公認会計士  中  島  隆  司  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている東京製綱株式会社の平成13年４月１日から平成14年３月31日までの第203期事業年度の中間会計

期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及

び中間損益計算書について中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中

間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中

間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当

と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用

されており、また、中間財務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則」(昭和52年大蔵省令第38号)の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が東京製綱株式会社の平成13年９月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する中間会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)の経営成績に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 

※ 上記は、当社が提出した半期報告書に綴り込まれた前中間会計期間に係る監査報告書に記載された事項を電

子化したものであります。 
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中 間 監 査 報 告 書 
 

 

平成14年12月24日 

東京製綱株式会社 

代表取締役社長  田 中 重 人  殿 

新日本監査法人 

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  原  田  征  久  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  園     マ  リ  ㊞

 

関与社員  公認会計士  中  島  隆  司  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている東京製綱株式会社の平成14年４月１日から平成15年３月31日までの第204期事業年度の中間会計

期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及

び中間損益計算書について中間監査を行った。 

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中

間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中

間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当

と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用

されており、また、中間財務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則」(昭和52年大蔵省令第38号)の定めるところに準拠しているものと認められた。 

よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が東京製綱株式会社の平成14年９月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)の経営成績に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 
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